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研究要旨 
本分担研究の目的は、各種健康診査（健康診断）の目的が、法令上どのように位置づけ

られているかを整理し、健康診査の有効性に関する文献レビューを行い、今後の望ましい

方向性を検討することにある。健康診査の法令上の位置づけについては、医療保険者や事

業主が行う高齢者の医療の確保に関する法律、労働安全衛生法等の個別法に基づく健康診

査、市町村が健康増進法に基づき、特定健診の対象とならない者に対して行う健康診査、

学校保健、母子保健について位置づけを整理した。健康診査の目的はいずれも明確に定め

られているものの、法令上の位置づけは異なっていることが明らかになった。多くの関係

者が関わる生涯を通じた健康づくりを進める上では、各種健診の目的を関係者が共通認識

を持てるよう、わかりやすい情報発信を続けてゆくことが重要であると考えらえた。 

A．研究目的 
本研究は、現在、国内で行われている各種健

康診査（健康診断）の目的が、法令上どのよう

に位置づけられているかを整理するとともに、

健康診査の有効性に関する文献レビューを行

うことで、今後の望ましい方向性を検討するこ

とを目的としている。 
 
B 研究方法 
本研究が対象とする健康診査は、医療保険

者や事業主が行う高齢者の医療の確保に関す

る法律、労働安全衛生法等の個別法に基づく

健康診査、市町村が健康増進法に基づき、特

定健診の対象とならない者に対しての行う健

康診査、母子保健関係の健診（妊婦健診、乳

幼児健診、産婦健康診査）、学校保健関係の健

診（就学時健診、児童生徒の健診、教職員の

健診）である。 

各種健診の位置づけについては、その根拠と

なる法令について総務省行政管理局が運営す

る e-Gov の e-Gov 法令検索（https://elaws.e-
gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0100
/）を用いて確認し、健康診査の目的の位置づけ

が異なっている背景や意義、今後の課題につい

て検討を行った。 
 一般健診の有効性に関する文献レビューは、

Pubmed で検索式（”health screen*” OR "health 
check*" ) AND mortality AND japan* NOT "cancer 
screening" ）を用いて行った。タイトル及びアブ

ストラクトから研究目的が一般健診を取り扱

っていないもの(introduction や考察で健診制度

について触れているもの等)、介入が健康診断の

実施ではないもの（健診の有所見者等の追跡調

査等）、アウトカムが死亡でないもの、生態学的

研究を除いた。タイトルとアブストラクトから

判断できないものについては、文献を取り寄せ、



内容を確認した。取り寄せた文献の参考文献に

ついても検討対象に加えた。 
 
C．研究結果 

検討対象となった健康診査の目的は、法律、

政令、省令、告示、通達など、それぞれ位置づ

けが異なっているものの、明確に定められてい

た。 
それぞれの健診の目的について、その根拠と

ともに特定健診、特定健診の対象とならない者

に対して行われる健康診査、労働者に対して行

われるもの（表１）、母子保健関係の健診（妊婦

健診、乳幼児健診、産婦健康診査）（表２） 学

校保健関係の健診（就学時健診、児童生徒の健

診、教職員の健診）（表３）に示した。 
 
表１ 医療保険者や事業主が行う高齢者の医
療の確保に関する法律、労働安全衛生法等の
個別法に基づく健康診査、市町村が健康増進
法に基づき、特定健診の対象とならない者に
対しての行う健康診査の目的と根拠 
健康診査
の名称 

健康診査の目的 根拠 

健康増進
事業によ
る健康診
査 

生涯にわたる国民の
健康の増進に向けた
自主的な努力を促進
する 
 
疾病の発症及び重症
化の予防並びに生涯
にわたる健康の増進
に向けた自主的な努
力を促進する観点か
ら実施 

法律１） 
 
 
 

告示２） 
 
 
 

医療保険
による特
定健康診
査 

国民の高齢期におけ
る適切な医療の確保
を図るため（中略）
保険者による健康診
査等の実施に関する
措置を講ずる 
 
特定健康診査は、糖
尿病等の生活習慣病
の発症や重症化を予
防することを目的と
して、メタボリック
シンドロームに着目
し、生活習慣を改善
するための特定保健
指導を必要とする者

法律３） 
 
  
 
 
 
告示４）  

を、的確に抽出する
ために行うものであ
る。 
 

医療保険
による保
健事業 

被保険者等の健康の
保持増進のため 

法律５） 

労働衛生
対策（一
般健康診
断） 

労働者の健康の保持
増進、疾病の早期発
見・予防のみなら
ず、労働者の就業の
可否・適正配置・労
働環境の評価などを
判断するため 

告示６） 

 
1）健康増進法第 9 条 1 項 
2）健康増進事業実施者に対する健康診査の実

施等に関する指針(平成 16 年厚生労働省告
示第 242 号) 

3）高齢者の医療の確保に関する法律 第 1 条 
4）特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ

有効な実施を図るための基本的な指針 (平
成 20 年厚生労働省告示第 150 号) 

5）健康保険法第 150 条第 1 項 
6）「労働安全衛生規則の一部を改正する省令の

施行及び平成 10 年労働省告示第 88 号（労働
安全衛生規則第 44 条第 3 項の規定に基づき
労働大臣が定める基準を定める件）の一部を
改正する件の適用について（平成 20 年 1 月
21 日 平成 20 年基発第 0121001 厚生労
働省労働基準局長通知） 

 
表２ 母子保健関連の健康診査の目的と根拠 
健康診査
の名称 

健康診査の目的 根拠 

妊婦健診 問診、診察及び検査
計測により、妊娠経
過、合併症、及び偶
発症について観察
し、かつ、流・早
産、妊娠中毒症、子
宮内胎児発育遅延の
防止等の母・児の障
害予防に重点をおく 

通達 7) 
 

 

産婦健康
診査 

産後の初期段階にお
ける母子に対する支
援を強化し、妊娠期
から子育て期にわた
る切れ目のない支援
体制を整備 

通達 8) 

乳幼児健
診 

＜1 歳 6 か月健診＞ 
運動機能、視聴覚等
の障害、精神発達の
遅滞等障害を持った
児童を早期に発見
し、適切な指導を行
い、心身障害の進行
を未然に防止すると
ともに、生活習慣の

通達 9) 



自立、むし歯の予
防、幼児の栄養及び
育児に関する指導を
行い、もって幼児の
健康の保持及び増進
を図ることを目的と
する。 
＜3 歳児健診＞ 
視覚、聴覚、運動、
発達等の心身障害、
その他疾病及び異常
を早期に発見し、適
切な指導を行い、心
身障害の進行を未然
に防止するととも
に、う蝕の予防、発
育、栄養、生活習
慣、その他育児に関
する指導を行い、も
って幼児の健康の保
持及び増進を図るこ
とを目的とする。 

 
7) 母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指
導の実施について（平成 8 年 11 月 20 日 厚
生省児童家庭局長通知 児発第 934 号） 

8) 母子保健医療対策総合支援事業の実施につ
いて. 平成 17 年 8 月 23 日 厚生労働省雇用
均等・児童家庭局長通知  雇児発第 
0823001 号 

9) 乳幼児に対する健康診査の実施について
（平成 10 年 4 月 8 日 厚生省児童家庭局長
通知 児発第 285 号） 

 
 
表３ 学校保健関連の健康診断の目的と根拠 

 
健康診
断の名
称 

目的（健康診断の結果
に基づき行なうべき措
置） 

根拠 

就学時
健康診
断 

・治療を勧告 
・保健上必要な助言を
行う 
・義務教育の猶予、免
除、特別支援学校への
就学に関する指導 

法律１0） 

児童生
徒の健
康診断 

・疾病の予防処置 
・治療を指示し 
・運動及び作業の軽減 

法律１

１） 

教職員
の健康
診断 

・治療を指示 
・勤務の軽減 

法律１

２） 

 
10）学校保健安全法第 12 条 
11）学校保健安全法第 14 条 
12）学校保健安全法第 16 条 
 
（２）一般健診の有効性に関する文献レビュー 

 検索式から 62 文献が該当したが、タイトル

及びアブストラクトから、56 文献を除外、取り

寄せた論文から、健診受診と死亡率について取

り扱っていない 2 文献、がん検診と死亡につい

て取り扱っている１文献、地域単位の健診受診

率と死亡率について論じている 2 件を除外し、

1 文献をレビュー対象とした。さらに、論文を

取り寄せた文献の参考文献から 2 件を加え、計

3 文献の文献レビューの対象とした。（図１） 

 

図１ 文献レビューの対象 
 

各種因子を調整しても死亡率の減少に効果

がある可能性を示唆する結果が示されていた。

（表 4）しかしながら、文献 1 は自記式質問調

査による定期的健康診断の受診状況、文献 2、
文献 3はがん検診も含む screening program の受

診状況と死亡率についての解析であり、一般健

康診断のみを対象としたものではない点には

留意が必要である。 
  

表４ 一般健診の効果に関する文献 

 
 
 
D.考察 
 

著者 男性 女性 備考

嶽崎他1 0.61（0.44-0.84） －

定期的健康診断を「年1回以上、定期的
に受ける」場合　「全く受けない」に対して
死亡リスク比（RR)と95％信頼区間。12
項目の健康づくり努力指標、調査時の年
齢、調査時の健康状況で調整している。

Khan 他2 － 0.62（0.47-0.82）

健診受診歴がある場合の全死亡につい
てのRR 。ベースライン調査から4年以内
の死亡、追跡不能になった者を除いた上
で、年齢、健康状態、喫煙、飲酒、BMI、
運動習慣、服薬状況を調整している。

Ikeda 他3 － 1.15(1.07-1.28)

health screening 無しの場合の全死亡
の相対危険度。年齢、BMI、喫煙、飲酒、
教育、歩行時間、雇用形態、婚姻、高血
圧既往、糖尿病既往、脳卒中家族歴、冠
動脈疾患家族歴、がん家族歴、健診へ
の関心を調整している。



 各種健康診査の目的が制度によって法令

上どのように位置づけられているかを整理す

ることを目的に、医療保険者や事業主が行う高

齢者の医療の確保に関する法律、労働安全衛生

法等の個別法に基づく健康診査、市町村が健康

増進法に基づき、特定健診の対象とならない者

に対しての行う健康診査、母子保健関係の健診

（妊婦健診、乳幼児健診、産婦健康診査）、学校

保健関係の健診（就学時健診、児童生徒の健診、

教職員の健診）について検証を行ったところ、

各種健康診査の目的は、制度によってどこに、

どのように位置づけられているかが異なって

いたが、何らかの形で位置付けられていること

は確認できた。 
目的をどこにどう位置づけるかが異なって

いる背景には、制度の背景の違いがあると考え

らえるが、より多くの関係者が関わる生涯を通

じた健康づくりを進める上では、各制度の目的

を関係者が共通認識を持つことが有益である

と考えられた。 
また、今後、制度改正に機会等を通し、健康

診査の目的の位置づけが制度間である程度協

調されることになれば、より多くの関係者が生

涯を通じた健づくりを進める上でも、また共通

理解を深める上でも有益であると考えられた。 
国内で行われた健康診査の有効性について

の文献レビューからは、一般健診の有効性につ

いて、強固なエビデンスが蓄積されているとは

必ずしも言えない現状にあることが明らかに

なった。 
海外では、Krogsbøll らが、成人を対象にした

一般健診（General health checks）が死亡に与え

る影響について、2012 年、さらに最新の文献も

加えて 2018 年 にシステマチックレビューを実

施している。2018 年のレ 
ビューによるとHealth checksの死亡防止への効

果はないか、ごくわずか (risk ratio (RR) 1.00, 
95%信頼区間 0.97-1.03)との結果を得ているが、

同レビューに関しては、健診の内容が研究ごと

に異なること、非常に古い論文もレビュー対象

としているため、現在の医療水準を反映できて

いない可能性があること、欧米のみの実施であ

る点等もある点は、解釈をする上で注意が必要

な点であろう。 
 
 
E.結論 
 
 各種健康診査の目的が制度によって法令上

どのように位置づけられているかを整理する

ことを目的に、各種健診の目的がどのように位

置づけられているかについて検証を行った。 
健診の目的を法令上どこにどう定めるが異

なっている背景には、各制度の背景の違いがあ

ると考えらえるが、より多くの関係者が関わる

生涯を通じた健康づくりを進める上では、各種

健診の目的を関係者が共通認識を持てるよう、

わかりやすい情報発信を続けてゆくことが重

要であると考えられた。 
 
 

F.研究発表 
 
 該当無し 
 
 
G.知的財産権の出願・登録状況 
 
 該当無し 


